
1/8

H20実績
H16
当初

H17
実績

H18
実績

H19
実績

H20
実績

H21
目標

第１節　多様な保育ニーズへの対応

　①保育の質的充実

1 通常保育の実施

保護者の委託を受け、保育に欠ける児童の保
育を行う保育所への助成
【数値目標】 保育所在籍児童数
　H16 20,399人 ⇒ H21 21,600人

保育所在籍児童数  20,750人
保育所在籍

児童数
人 20,399 21,291 21,136 21,05220,75021,600 29.23% 概ね着実な推進が図られている。

少子化により保育所入所児童数は減少傾
向にあるが、未満児の保育ニーズは増加し
ており、引き続き着実な推進を図っていく。

児童家庭課

2
幼稚園における預かり
保育の実施

共働き家庭における幼児教育へのニーズに応
えるため、通常の教育時間終了後２時間以上
預かり保育を実施する私立幼稚園への助成
【数値目標】 実施幼稚園数
　H16 57園 ⇒ H21 63園

59園 実施幼稚園数 園 57 59 59 59 59 61 50.00%
概ね着実な推進が図られている。保育する園児数が増
加している。

全ての幼稚園（休園を除く６１園）が実施す
るよう未実施園に協力を求め、目標の達成
に向けて努力していく。

私学文書課

3 延長保育の実施

１日１１時間を超えて保育所を開所する延長
保育の促進
【数値目標】 実施保育所数及び定員
　H16  108か所  1,960人
  ⇒ H21  160か所   2,800人

次世代育成支援対策交付金対象事業

１５市町村・１３４か所で実施
実施保育所数 か所 108 117 123 126 134 160 50.00%

推進は図られているが、予定した進捗率は達成できて
いない。

平成１９年度に県単独補助金を創設した。
事業実施を各市町村・保育所にさらに働き
かけることにより、目標の達成を目指す。

児童家庭課

実施保育所数 か所 1 1 1 1 1 2 0.00%

定員 人 25 45 45 60 60 65 87.50%

5
福祉サービスに対する
第三者評価事業の推進

第三者評価事業による事業所（保育所）の受
審の推進
【数値目標】 被評価事業所（保育所）数
　H16 - ⇒ H21 40か所

保育所受審数　1件
被評価事業所
（保育所）数

か所 0 0 0 1 1 40 2.50%

評価機関の認証、評価調査者の養成を行い体制を整
備するとともに、事業所への個別訪問を実施し、受審促
進のための周知を図っており、受審を検討する施設が
少しづつ増加してきているが、まだ成果につながってい
ない。

保育所を中心とした事業所への個別訪問
を実施し、保育所における評価項目および
その効果等を説明し、受審を積極的に働き
かけ、目標達成を目指す。

福祉保健総務課

6
幼稚園教諭、保育士、
放課後児童指導員を対
象とした研修会の実施

保護者の子育て支援などに関する研修会の
実施
【数値目標】 参加人数
　H16 1,800人 ⇒ H21 3,500人

保育所（園）等関係職員研修（１５回）１８６６
人、放課後児童指導員研修（４回）７３１人、幼
稚園等新規採用教員研修（１０回）３０６人

参加人数 人 1,800 3,486 3,282 3,067 2,923 3,500 66.06% 着実な推進が図られている。 平成２１年度以降も着実な推進を図る。 児童家庭課

7
認可外保育施設への支
援

認可外保育施設職員の健康診断の実施
【数値目標】 実施保育所数
　H16   13か所 ⇒ H21   36か所

４市町（甲府市・甲斐市・増穂町・昭和町）・１１
か所（３５人）に助成した

実施保育所数 か所 13 13 14 16 11 36 -8.70%

認可外保育所においては、職員の健康診断受診の際
の代替職員確保が難しい状況にある施設があること、
また、職員の健康管理の必要性への理解が十分でな
いことがあり、増加がなかった。

認可外保育施設の指導監査等を通じて、よ
り一層、制度の周知を図り、助成件数の増
加を目指す。

児童家庭課

　②多様な保育サービスの提供

8 3歳未満児保育の実施
３歳未満児の保育を行う保育所への助成
【数値目標】 在籍児童数
　H16  4,941人  ⇒ H21  6,493人

産休・育休明け保育
　　１歳児保育　　　１０，１４９人　４１，６１１千
円

在籍児童数 人 4,941 5,797 5,941 6,073 6,137 6,493 77.06% 着実な推進が図られている。 平成２１年度以降も着実な推進を図る。 児童家庭課

実施保育所数 か所 1 2 3 3 3 31 6.67%

定員 人 10 30 40 40 40 1,100 2.75%

実施保育所数 か所 60 47 53 61 57 115 -5.45%

定員 人 167 235 238 280 300 360 68.91%

実施保育所数 か所 3 3 3 1 1 15 -16.67%

定員 人 16 16 6 1 5 80 -17.19%

実施か所数 か所 1 3 3 4 6 10 55.56%

定員 人 4 12 12 16 22 30 69.23%

13
病後児保育の実施
(派遣型)

病気の回復期にある児童がいる家庭に看護
師等を派遣し、保育を行う取り組みの助成
【数値目標】 年間延べ実施回数
　H16  -  ⇒ H21  9,300回

６団体９３回
次世代育成支援対策交付金対象事業

年間延べ実施回
数

回 0 93 0 0 0 9,300 0.00%
看護師等の人材確保に多くの時間を費やしたため取り
組みが遅れ、実施回数が増えなかった。

引き続き保健所と連携して、市町村に早期
の取り組みを強く働きかけるとともに、市町
村において人材確保できるよう、保健所と
協力し、目標達成に向けて努力する。

児童家庭課

事　業　内　容番号 事　　業　　名

「やまなし子育て支援プラン」　平成２０年度事業進行管理表

単位
数　　値

※進捗率
（原則）

   （Ｈ２０年度数値）-（当初年度の数値）
×１００

（Ｈ２１年度目標数値）-（当初年度の数値）
事業の実施状況

目標単位
進捗率
 (%)　※

実施状況についての評価・分析
今後の取り組み及び目標達成見込み
　(目標設定のない施策(事業)は今後の取

り組みのみ。)

4

9

担　当　課

夜間保育の実施

概ね午後10時まで開所する夜間保育所への
助成
【数値目標】 実施保育所数及び定員
  H16　1か所 25人 ⇒ H21  2か所  65人

１か所・６０人 概ね着実な推進が図られている。
平成２１年度以降も着実な推進を図り、目
標を達成する。

10

11

12

児童家庭課

休日保育の実施

一時保育の実施

特定保育の実施

休日に保育を行う保育所への助成
【数値目標】 実施保育所数及び定員
  H16  1か所  10人 ⇒ H21 31か所  1,100人

突発的・緊急的・一時的な保育に対応する保
育所への助成
【数値目標】 実施保育所数及び定員
　H16  60か所  167人 ⇒ H21 115か所  360人

１週間の中で特定の日時のみの保育に対応
する保育所への助成
【数値目標】 実施保育所数及び定員
  H16  3か所  16人 ⇒ H21 15か所  80人

各市町において、平成２１年度までに１～２か所の休日
保育実施保育所の設置を計画しているものの、実際に
はそれほどのニーズがなく、実施に踏み切れない状況
がうかがえる。

保育所の実施か所数は、予定どおりの進捗に達してい
ない。

各市町村地域行動計画において、平成２１年度までに７
市町で特定保育の実施が計画されているものの、計画
に対する進捗率はおもわしくない。一時保育などが対応
しているため、実際にはそれほどのニーズがない状況。

病後児保育の実施
(施設型)

病気の回復期にある児童の保育を病院や保
育所等で行う取り組みの促進
【数値目標】 実施箇所数及び定員
  H16  1か所  4人 ⇒ H21 10か所  30人

３か所・４０人

５７か所　延べ利用人数２２，５４１人

１か所　延べ利用人数１２５人

保育対策等促進事業
６か所で実施  定員２２人

概ね着実な推進が図られている。

平成２１年度は、事業実施について、市町
村及び保育所への働きかけをさらに強め、
目標達成を目指す。

平成２１年度は、事業実施について、市町
村及び保育所への働きかけをさらに強め、
目標達成を目指す。

平成２１年度は、事業実施について市町村
及び保育所への働きかけをさらに強め、目
標達成を目指す。

引き続き保健所と連携して母子保健推進事
業に関する指導を行い、事業の着実な推
進を図る。

児童家庭課

児童家庭課

児童家庭課

児童家庭課
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事　業　内　容番号 事　　業　　名 単位
数　　値事業の実施状況

目標単位
進捗率
 (%)　※

実施状況についての評価・分析
今後の取り組み及び目標達成見込み
　(目標設定のない施策(事業)は今後の取

り組みのみ。)
担　当　課

14
児童養護施設等におけ
る児童の短期養育の実
施(ショートステイ)

保護者の疾病等のため、家庭での養育が困
難となった児童を短期間養育する事業の促進
【数値目標】 実施か所数
　H16  - ⇒ H21  3か所

次世代育成支援対策交付金対象事業

甲府市が開設　（１か所）
　 委託先　 めだかの学校
　 実   績   実人員９人、３４日

実施か所数 か所 0 0 1 1 1 3 33.33% 平成２０年度は甲府市で事業実施した。

市町村地域行動計画において、平成２１年
度までに５か所の実施が計画されているの
で、事業実施をより一層働きかけ、目標の
達成を目指す。

児童家庭課

実施か所数 か所 155 161 173 177 184 180 116.00%

定員 人 6,088 6,311 6,996 7,293 7,903 7,400 138.34%

16
ファミリー・サポート・セ
ンターの設置促進

地域で育児の相互援助活動を行うファミリー・
サポート・センターの設置促進
【数値目標】 実施か所
  H16  2か所 ⇒ H21 10か所

県単独補助制度（小規模ファミリー・サポート・
センター支援事業費補助金）を創設し、南ア
ルプス市、中央市、市川三郷町、富士河口湖
町に補助した。

県内１２か所で実施
・甲府市、富士吉田市、山梨市、大月市、韮
崎市、甲斐市、笛吹市、昭和町、南アルプス
市、中央市、市川三郷町、富士河口湖町

実施か所数 か所 2 5 6 8 12 10 125.00%
県単独補助金を創設したことにより、ファミリー・サポー
ト・センターの設置促進が図られた。

平成21年度以降も着実な推進を図る。 児童家庭課

第２節　子育てにかかる負担感の軽減

　①相談と情報提供

17
地域子育て支援セン
ターの設置

育児不安解消のため相談指導などの事業を
実施する市町村への助成
【数値目標】 設置か所数
　H16　23か所 ⇒ H21  51か所

３７か所
　指定施設　２５
　小規模　　 １２

設置か所数 か所 23 30 36 36 37 51 50.00% 制度の組み替えがある中で、施設数は増えていない。 平成21年度以降も着実な推進を図る。 児童家庭課

18 つどいの広場の設置

子育て中の親子が相談･交流できる場の設置
促進
【数値目標】 設置か所数
　H16　4か所 ⇒ H21　39か所

地域子育て支援センター事業と統合再編し、
地域子育て支援拠点事業（補助事業）とな
る。

１１市町村　１６か所で実施

設置か所数 か所 4 9 16 14 16 39 34.29% 制度の組み替えがある中で、施設数は増えていない。
市町村に対する働きかけを、より一層行
い、目標の達成を目指す。

児童家庭課

19
子育て支援コーディネー
ターの養成

地域の子育て家庭を支援する人材の育成
【数値目標】 養成人員
　H16　－ ⇒ H21　200人

○講座日数 ８日間（３６時間）
○対象者
   市町村の家庭教育・子育て支援事業関係
者で、市町村教育委員会または市町村長等
が推　　薦する者
○実施場所　 山梨県立大学、総合教育セン
ター
○修了者数     Ｈ１７・・・３９名  Ｈ１８・・・３７
名　 Ｈ１９・・・６１名  Ｈ２０・・・３７名  　　　計１
７４名

養成人員 人 0 39 76 133 174 200 87.00%

・平成１７・１８・１９・２０年度とも８回の講座を実施し、予
定どおりの活動量がある。
・受講者における修了者の割合は９３％を越え、修了後
のアンケート結果においても、講座内容がそれそれの
仕事に役に立っているという意見が多くを占めており、
成果を上げている。

・市町村・市町村教育委員会・教育事務所
に修了者を周知するとともに、子育て支援
コーディネーターの活動状況を把握し、実
践を広く紹介していく。
・子育て支援に向けた新たな講座について
検討していく。

教・社会教育
課

20 母親クラブへの支援

地域において児童福祉の増進を図る母親クラ
ブなどの活動に助成
【数値目標】 設置か所数
  H16 31か所 ⇒ H21 38か所

３１か所（８市町）に助成 設置か所数 か所 31 31 33 32 31 38 0.00%

平成１９年度は、新たな設立に向けての働きかけを行っ
た。
クラブが継続して活動する一方で、新たな設立の動き
は鈍い。

平成21年度も引き続き、市町村への働きか
けを行い、目標の達成を目指す。

児童家庭課

　②経済的負担の軽減

第３節　次代を担う子どもたちの健全育成

　①人とのふれあい

21
児童ふれあい交流の促
進

年長児童と赤ちゃんのふれあい体験、中・高
校生の居場所づくり、乳幼児への絵本の読み
聞かせ事業を実施する市町村への助成
【数値目標】 実施市町村数
  H16　6市町村 ⇒ H21　10市町村

実施市町村　7市町村
（山梨市、南アルプス市、北杜市、甲州市、昭
和町、道志村、小菅村）

実施市町村数 市町村 6 6 6 7 7 10 25.00%
平成１９年度は新たに事業実施するよう、市町村に対し
て働きかけを行った。

市町村担当者会議等あらゆる機会を通じ
て、より一層の働きかけを行い、目標の達
成を目指す。

児童家庭課

22 異年齢児との交流

地域での異年齢間の交流促進のため、子ども
を主体とした活動への助成
【数値目標】 延べ助成団体数
  H16　18地域26団体
　⇒H21　40地域150団体

　民間、地域団体等が地域の特徴を活かして
実施する子どもや親子のための多様な活動
に助成　10地域19団体

延べ助成団体数 団体 26 58 79 108 127 150 81.45%
実施市町村に偏りがみられたが、地域の特徴を活か
し、より広域的な青少年健全育成活動が実施された。

事業周知をさらに徹底し、実施団体及び参
加者を募り、目標の達成を図る。

教・社会教育
課（青少年）

23
地域の青少年活動への
指導者派遣

地域の青少年活動の活性化のため、地域ぐる
みでの多様な青少年活動の支援
【数値目標】　講師派遣数
  H16　-　⇒ H21　100人

地域で行う子どもを対象とした健全育成事業
に講師を派遣。３１件

講師派遣数 人 0 106 238 289 465 500 93.00%
100人×５か年の計画
概ね着実な推進が図られている。

今後さらに事業の周知徹底を図り、支援策
を推進していく。

教・社会教育
課（青少年）

24 児童館の整備促進

児童館、児童センター、放課後児童クラブ室を
整備する市町村への助成
【数値目標】 設置数
  H16　57館 ⇒H21　70館

２市（甲府市、大月市）（放課後児童クラブ室） 設置数 館 57 64 64 66 66 70 69.23% 着実な推進が図られている。 今後も順調な事業実施が見込まれる。 児童家庭課

15 着実な推進が図られている。 平成21年度以降も着実な推進を図る。 児童家庭課
放課後児童クラブの実
施

放課後児童クラブの運営に要する経費への助
成
【数値目標】 実施か所数及び定員
　H16  155か所  6,088人
  ⇒ H21   180か所   7,400人

実施か所数　184か所（24市町村）
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事　業　内　容番号 事　　業　　名 単位
数　　値事業の実施状況

目標単位
進捗率
 (%)　※

実施状況についての評価・分析
今後の取り組み及び目標達成見込み
　(目標設定のない施策(事業)は今後の取

り組みのみ。)
担　当　課

25 児童厚生員の研修

児童厚生員の資質向上のために研修会の実
施
【数値目標】 児童厚生二級指導員資格取得者
数
  H16　 95人 ⇒ H21　170人（変更400人）
※平成２１年度より委託事業へ組み替え。

児童館研修　年５回
放課後児童指導員等研修　年４回

児童厚生二級指
導員資格取得者

数
人 95 133 224 291 329 400 76.72% 着実な推進が図られている。 今後も順調な事業実施が見込まれる。 児童家庭課

26
子どもの帰り道ふれあ
い・見守り事業の実施

小学校低学年児童の下校時に地域の高齢者
が通学路を巡回し、児童の安全確保及び高齢
者との交流を実施する市町村への助成
【数値目標】 延べ学校数
  H16　 -  ⇒ H21　150校

スクールガード用物品等経費補助金として、
甲州市と忍野村に助成した。

実施学校数 校 20 20 51 188 284 150 203.08%

平成１９年度に児童家庭課からスポーツ健康課に所管
換えし、スクールガード用物品等経費補助事業として平
成２０年度で終了した。
平成１７年度開始の地域ぐるみ学校安全体制整備推進
事業により、ｽｸｰﾙｶﾞｰﾄ･ﾘｰﾀﾞｰによる巡回指導が行わ
れている。

スクールガード用物品等経費補助事業は
平成２０年度で終了した。

教・スポーツ
健康課

27
ことぶきマスター制度の
周知

長い人生経験から培ってきた知識や技能をも
つ高齢者を「ことぶきマスター」として認定し、
広く活用されるよう周知

認定者
　個人３２名　　４グループ　　合計１２５人

認定者数 人 59 66 37 176 125 150 72.53% 着実な推進が図られている。
ことぶきマスター認定者の活動機会の充実
に努める。

長寿社会課

28
高校生の１日リハビリ
テーション体験

リハビリテーションに関する普及啓発のため、
高校生を対象に医療の現場で介護の体験
【数値目標】 参加者数
  H16　230人 ⇒ H21　300人

参加高校数　２０校
参加者数　　１３３名

参加者数 人 230 271 209 192 133 300-138.57%着実な推進が図られている。 今後も順調な事業実施が見込まれる。 長寿社会課

　②自然とのふれあい

29
こどもエコクラブ交流エ
コ教室の開催

環境保全に対する意識の向上と視野を広め、
地域での自主的な環境保全に向けた取り組
みを実践させるために、こどもエコクラブ会員
や一般の子どもたちの体験的な環境活動を通
じた交流機会の提供
【数値目標】　参加者数
  H16 41人 ⇒ H21　80人

８／９
八ヶ岳自然ふれあいセンター
参加８０名

参加者数 人 41 53 68 77 80 80 100.00% - 一定の成果が上がった。 環境創造課

30
やまなしどんぐりクラブ
の育成

子どもたちに森林や緑に親しんでもらうため、
どんぐりを拾ってきた児童等の登録及び苗木
の贈呈、植樹等
【数値目標】 参加者数
  H16 900人 ⇒ H21　1,000人

実施期間：H20.10.14～H20.11.13
参加者数：1,413人

延べ参加者数 人 900 728 744 1,270 1,413 1,000 513.00%
平成２０年度は、より参加しやすくなるよう、新たに県内
都市公園５箇所や、児童等が対象のイベントの中でも
受付を行い、会員数の増加につながった。

様々な機会を通じてどんぐりクラブへの加
入の呼びかけを行うことで、参加者数の維
持・増加を図る。

みどり自然課

31 学校林の活用

小中学校における森林を活用した環境教育を
推進するための学校林の環境整備の促進
【数値目標】 学校林を活用した学校数
  H16　24校⇒H21　38校

県内２箇所で実施
明野森林環境教育の森
（明野小学校、明野中学校共用）
西桂中学校

学校林を活用した
学校数

校 24 26 27 33 35 38 78.57%
主に既存の学校林の再整備が実施されたため、新規
活用校は微増となった。

今後も学校林における体験学習の機会が
増加するよう、人的支援を含め協力してい
く。
また、新規学校林活用校の掘り起こしも進
め、目標達成を見込む。

みどり自然課

32 １００万本植樹運動

県民参加の森づくり、ボランティア活動の促進
のため、御下賜100周年に向けた100万本植
樹の展開
【数値目標】 植樹数
  H16　27万本 ⇒ H22 100万本

北杜市須玉ほか１3箇所で実施
参加者　2,399名
植栽本数　117,164本

植樹数 本 270,000389,627511,603654,021771,1851,000,00068.66%
２２年度までの累計が１００万本。
概ね着実な推進が図られている。

今後も植林を続ける中で、平成２２年度の
100万本植樹の達成を目指す。

林業振興課

33 子ども樹木博士の認定

親子で自然や樹木に親しんでもらうため、覚え
た樹木の名前の数に応じて子ども樹木博士の
認定証を授与
【数値目標】 子ども樹木博士認定者数
　H16　135人 ⇒ H21　335人

県内２箇所で開催
①7/27　県緑化センター　参加者３３名
②8/17　河口湖フィールドセンター　参加者１
５名

子ども樹木博士
認定者数

人 135 173 208 244 268 335 66.50%
河口湖フィールドセンターでの開催時に参加者が少な
く、新規認定者数は例年より少なくなった。

広報等を通して積極的な参加を図る。 みどり自然課

34 緑の少年隊の育成

少年少女たちに、緑とのふれあいを通して、緑
を愛し、緑を守り育てる心を持ってもらうため
の、緑の少年隊活動に対する助成
【数値目標】 緑の少年隊隊員数
　H16　3,688人 ⇒ H21　4,000人

補助実績
　隊数　69隊
　隊員数　5,456名

緑の少年隊隊員
数

人 3,688 4,762 5,181 4,549 5,456 4,000 566.67% 着実な推進が図られている。 今後も順調な事業実施が見込まれる。 みどり自然課

　③若者の自立促進

35
高校生インターンシップ
推進事業

「インターンシップ推進連絡協議会」「地域連絡
会議」の設置
事前指導における勤労観、職業観育成のため
の講演
インターンシップの啓発のためのパンフレット
の作成
【数値目標】 参加者数
　H16　1,100人 ⇒ H21　1,800人

・「インターンシップ推進連絡協議会」「地域連
絡会議」の設置
・事前指導における勤労観、職業観育成のた
めの講演
・インターンシップの啓発のためのパンフレッ
トの作成
・インターンシップ手引き書の作成（生徒編，
学校編，企業編）

参加者数 人 1,100 1,677 1,793 1,801 1,954 1,800 122.00%
年々参加者数が増えており，着実な推進が図られてい
る。

・未実施校にも働きかけ，実施校を増やし
ていく。
・労働局，ハローワーク，経済団体等と協
力し，受け入れ事業所の開拓を図る。

教・高校教育課

36
進路に関わる啓発的経
験の実施

職業現場の見学、体験活動
社会人を招へいしての講演会、懇談会
進路学習会、進路講話の開催
【数値目標】 職場体験実施率（中学校）
　H16　87% ⇒ H21　100%

職場体験実施校     92/93校
職場体験実施率

(中学校)
％ 87 93 94 99 99 100 92.31% 着実な推進が図られている。

平成２１年度より「児童生徒キャリア育成推
進事業」

教・義務教育課

37
ものづくり技能者の育成
促進

高度な技術、技能に触れさせるとともに、「も
のづくり」への関心を高めるため、高校生のも
のづくり体験講座の実施
【数値目標】 参加者数
　H16　87人 ⇒ H21　120人

定員１２４名　　参加者８１名 参加者数 人 87 64 64 57 81 120 -18.18%
募集人員に対して、参加者数が少なく、波があるが、よ
り一層のＰＲ活動を行う必要がある。

設備、人員配置等から定員数を決めてい
る。県教育委員会との実施の協定もあるこ
とから、今後も高校の協力を得て、より一層
のＰＲ活動を実施することで、目標の達成
を目指す。

産業人材課

38 訓練の充実

産業構造の変化や技術革新等に対応した人
材を育成するため、産業技術短期大学校、都
留・峡南高等技術専門校、就業支援センター
の訓練の充実
【数値目標】普 通課程訓練受講者の就職率
　H16　83.6% ⇒ H21　100%

普通課程受講者就職率　８８．５％
普通課程訓練受
講者の就職率

％ 83.6 97.8 97.7 97.4 88.5 100 29.88%
Ｈ２０年下半期以降の経済危機に伴う就職状況の悪化
により、普通課程の就職率も例年にない低い値を示し
ている。

景気の回復に依存せざるを得ない状況も
あるが、指導体制においても早期の就職活
動に重点をおくなどの取り組みにより就職
率の回復を目指す。

産業人材課
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　④育成環境の整備

39
青少年関係施設の利用
促進

青少年センター、青少年自然の里、愛宕山こ
どもの国等の各種事業の実施
【数値目標】 青少年関連施設利用者数
　H16　657,000人 ⇒ H21　712,000人

青少年ｾﾝﾀｰ他、各少年施設において各種健
全育成事業を実施。　利用者　　　　　775,878
人
（内訳）
　青少年センター　    284,877人
　愛宕山こどもの国　 273,433人
　愛宕山自然の家　  24,076人
　八ヶ岳自然の家　     38,762人
　科学館　               134,602人
　なかとみ青少年自然の里　 8,531人
　ゆずりはら青少年自然の里　11,597人

青少年関連施設
利用者数

人 657,000718,678769,313769,500775,878770,000 105.20%

着実な推進が図られている。
魅力ある主催事業を展開したり、外部団体との連携事
業の新たに企画した結果、大幅な利用者増につながっ
ている。

今後も利用者アンケート等によりニーズの
把握分析に務め、サービスの一層の向上と
魅力ある事業展開を図ることにより、さらに
多くの県民に利用を促進する。

教・社会教育
課（青少年）

40
啓発リーフレット、ステッ
カーの作成、配布

青少年の非行防止、健全育成、業界自主規制
のためのリーフレット、ステッカー等の配布
【数値目標】 年４回の発行部数
　H16　12,700部 ⇒ H21　13,000部

有害自動販売機追放のための啓発パンフ
レットを作成・配布　３０，０００部

発行部数 部 12,700 30,000 30,000 30,00030,00030,000 100.00% 着実な推進が図られている。
資料が有効に活用されるよう、さらに悪書
等の自動販売機に関する最新情報の掲
載・紙面の見直し等を行う。

教・社会教育
課（青少年）

41 「暮らしの教室」の実施

若年層を狙った悪徳商法の被害を未然に防ぐ
ため、高校生や大学生を対象に「巣立ち教室」
を、新社会人を対象に「新社会人教室」の開催
【数値目標】
　H16　3,000人 ⇒ H21　4,000人
　参加者数

21回　4,714人 参加者数 人 3,000 4,020 2,097 2,928 4,714 4,000 171.40%
積極的に周知活動を行った結果前年を大幅に上回る結
果が得られ、目標数値を達成できた。

さらに積極的な周知活動を行うことにより、
目標は達成できる見込みである。

消費者安全・
食育推進課

42 「教職員研修」の実施

児童、生徒による消費者教育のあり方を学ん
でもらうため、小中学校の教員を対象に研修
会の実施
【数値目標】
　H16　40人 ⇒ H21　160人
　参加者数

3回　105人 参加者数 人 40 34 40 165 105 160 54.17%
積極的な周知活動に取り組んだが、昨年度は夏季休業
中の受講者数が伸び悩んでしまった。今後さらに需給
開拓に取り組んでいく。

夏季休業に合わせて周知及び需要開拓を
積極的に行うことにより、目標は達成できる
見込みである。

消費者安全・
食育推進課

第４節　支援を必要とする子どもたちへのきめ細やかな取り組み

　①児童虐待の予防と早期発見

43 育児支援家庭訪問活動

家庭内での育児、家事に関する援助、技術指
導等への取り組みの促進
【数値目標】 実施市町村数
  H16　－市町村 ⇒ H21　14市町村

次世代育成対策交付金対象事業
１８市町村で実施

実施市町村数
市町
村

0 15 14 18 21 22 95.45% 概ね着実な推進が図られている。
引き続き保健所と連携して母子保健推進事
業に関する指導を行い、より実施市町村が
増加するように努める。

児童家庭課

44
市町村ネットワークの構
築

市町村による児童虐待対策のための広報、啓
発、予防活動、要保護児童への支援
【数値目標】 （要保護児童対策地域協議会設
置市町村数）
  H16　6市町村 ⇒ H21　全市町村

設置市町村：２６市町村
要保護児童対策
地域協議会設置

市町村数

市町
村

6 20 25 27 28 28 100.00% 着実な推進が図られている。 今後も順調な事業実施が見込まれる。 児童家庭課

　②虐待を受けた児童の迅速・適切な保護

45
里親制度の普及と登録
者の拡大

家庭における様々な事情により、自分の家で
生活ができない児童を預かり自宅で育てる里
親を認定
【数値目標】里親登録者総数
  H16　94人⇒H21　110人

認定登録者数　１１２人 （H21.3.31現在) 里親登録者総数 人 94 98 106 109 114 110 125.00% 着実な推進が図られている。
より一層里親制度の普及・啓発を行うこと
により、里親登録者の増加を図る。

児童家庭課

46 里親による養育の拡充

登録された里親への児童委託の拡充
【数値目標】 措置児童全体に占める里親委託
の割合
  H16　19% ⇒ H21　23%

２１．２％
措置児童全体に
占める里親委託

割合
％ 19 20 22 21 22 23 75.00% 概ね着実な推進が図られている。 今後も順調な事業実施が見込まれる。 児童家庭課

47 児童養護施設の整備

要保護児童のための児童養護施設の設置促
進
【数値目標】 設置か所数
  Ｈ16　5か所⇒Ｈ21　6か所

なし 設置か所数 か所 5 5 5 6 6 6 100.00%
平成１９年４月に児童養護施設が開設したことにより、
目標を達成した。

－ 児童家庭課

48
地域小規模児童養護施
設の設置促進

小人数によ家庭的ケアの実施のための6人定
員の小規模型養護施設
【数値目標】 設置か所数
  Ｈ16　1か所 ⇒ Ｈ21　2か所

１か所で実施 設置か所数 か所 1 1 1 1 1 2 0.00%
設置に向けて、着実な働きかけを行い、平成２１年度に
２施設を整備することとなった。

平成２１年度に２施設で実施する予定なの
で、これにより目標は達成される。

児童家庭課

49 小規模グループケア

家庭的なケアを実施するため、児童養護施設
内で小グループを構成し、その中に指導員を
配置して指導を実施
【数値目標】 設置か所数
  Ｈ16　3か所 ⇒ Ｈ21　4か所

４施設で実施 設置か所数 か所 3 2 2 3 4 4 100.00%
設置に向けて、着実な働きかけを行い、平成２１年度に
４施設を整備することとなった。

平成２１年度に４施設で実施する予定なの
で、これにより目標は達成される。

児童家庭課

50
施設における心理職員
の配置

施設内において心理療法士による遊戯療法
やカウンセリングを実施
【数値目標】 職員配置数
  Ｈ16　2名 ⇒ Ｈ21　5名

６施設で実施（常勤職員３、非常勤職員３） 職員配置数 人 2 4 5 5 6 5 133.33% 着実な推進が図られている。 目標に達している。 児童家庭課
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り組みのみ。)
担　当　課

51 一時保護体制の整備
一時保護児童の教育機会の拡大のための学
習指導員の配置

各児童相談所の一時保護所に非常勤の学習
指導員２名を配置

- - - - - - 2 2 100.00% - 目標に達している。 児童家庭課

　③児童の自立支援
　④ひとり親家庭への支援

52
母子家庭の母に対する
職業訓練

就労経験に乏しい母子家庭の母の職業的自
立を促すための職業訓練

定員　　　　２０名　　　　応募者数　１６名
入校者数　１５名

就職率 ％ 0 57.1 87.5 76.9 80 75 106.67%

Ｈ１９を上回る就職率になった。定員、入校者、修了者と
もにＨ１９とほぼ同様である。また「第８次山梨県職業能
力開発計画」で設定したＨ２２の目標値（７５％）を上
回っており成果が認められる。

Ｈ２１は、国からの委託費削減により定員
が１５人と削減されたが、訓練生に対する
託児サービスの継続を予定。今後も高い就
職率を維持できるものと予想される。

産業人材課

　⑤障害児等への支援

53
障害児への在宅介護支
援（ホームヘルプサービ
ス）

障害児介護の軽減のため、在宅の障害児の
入浴や移動等の介護
【数値目標】 利用時間
  Ｈ16　26,524時間 ⇒ Ｈ21　26,524時間

事業所数　　　　　１１０箇所
実施市町村数　　２３市町村

利用時間 時間 26,524 26,524 26,524 26,52426,52426,524 100.00% 着実な推進が図られている。

目標に達している。

備考：予算は障害者全体のサービス費であ
り児童分が含まれている。

障害福祉課

54
障害児の発達を支援
（デイサービス）

障害児の発達を促すため通園になじむ障害児
に基本的生活動作の習得や集団生活への適
応訓練
【数値目標】　利用人数
  Ｈ16　72人分 ⇒ Ｈ21　72人分

事業所数　　　　　１９箇所
実施市町村数　　２0市町村 利用人数 人 72 72 72 72 72 72 100.00% 着実な推進が図られている。

目標に達している。

備考：平成１８年１０月から自立支援法によ
る自立支援給付費「児童デイサービス事業
費負担金」に移行

障害福祉課

55

重症心身障害児（者）を
抱える家庭への支援
（重症心身障害児（者）
通園事業）

在宅の重症心身障害児（者）が通園によって
日常生活動作等の必要な療育を受けるととも
に、家庭における療育技術の習得
【数値目標】 利用人数
  Ｈ16　15人分 ⇒ Ｈ21　30人分

　３０人分の事業実施施設は整備されてい
る。

利用人数 人 15 15 30 30 30 30 100.00%
　平成１８年９月以降、３０人分の利用人数枠は整備さ
れている。
　今後も、現在の整備数を確保していく必要がある。

　平成１８年８月に「あけぼの医療福祉セン
ター」の再整備が終了し、９月から事業を開
始した。
　これにより数値目標は達成される。

障害福祉課

56
障害児を抱える家庭へ
の支援（ショートステイ）

障害児を抱える家庭への支援（ショートステ
イ）

事業所数　 　　４１箇所
実施市町村　　１４市町村

実施市町村数 か所 0 0 0 22 14 28 50.00% 着実な推進が図られている。

備考：平成１８年１０月から自立支援法給付
費「短期入所事業負担金」に移行。予算は
障害者全体のサービス費であり児童分が
含まれている。

障害福祉課

第５節　親子の健康増進と小児医療の充実

　①母と子の健康づくり

57
出産に関する知識の普
及

母親学級、両親学級を開催する市町村
【数値目標】 母親学級を実施する市町村の割
合
　H16 85% ⇒ H21 100%

次世代育成支援対策交付金対象事業
各市町村において事業開催

母親学級を実施
する市町村の割

合
％ 85 89 93 93 93 100 53.33% -

引き続き、保健所と連携して母子保健推進
事業に関する指導を行う。

健康増進課

　②思春期における健康づくり

58
エイズ及び性感染症知
識啓発普及講習会等の
開催

エイズ及び性感染症に関する正しい知識の普
及、学校における講習会の実施　等

各保健所における研修会の開催
啓発普及用リーフレットの作成・配布等

年間延べ実施回
数

回 30 28 23 27 37 30 123.30% 着実な推進が図られている。
講習の対象者を保護者と性教育担当者へ
と拡大していく。

健康増進課

59
禁煙･分煙施設認定事
業の推進

禁煙･分煙対策実施施設の認定
【数値目標】 認定施設数
　H16  413か所 ⇒ H21　1,500か所

禁煙・分煙認定施設　1,374施設 認定施設数 か所 413 675 940 1,176 1,374 1,500 88.41% 着実な推進が図られている。
引き続き、公共施設等に対する啓発を実施
する。

健康増進課

　③食育の推進
　④小児医療の充実

60
総合周産期母子医療セ
ンター

高度な診療機能と医療設備を備え24時間体
制で運営
【数値目標】 出産1千人当たりの周産期死亡
率
　H15  6.4人 ⇒ H20　5.3人

高度な診療機能と医療設備を備え24時間体
制で運営

出産１千人当たり
の周産期死亡率

（前年実績）
人 6.4 5.4 4.5 3.7 3.0 3.7 125.93% 着実な推進が図られている。

必要なマンパワーを確保しつつ、引き続き
周産期死亡率が低下するよう努めていく。

医務課

　⑤不妊治療に対する支援

第６節　子どもたちを取り巻く教育環境の充実

　①確かな学力の向上

61
地域の人材を活用した
教育

各分野に優れた知識、経験、技能を持つ社会
人の活用
【数値目標】 活用校の割合
　H16 53% ⇒ H21 75%

活用校実績
　小学校　　１５０校
　中学校　　　４０校

活用校の割合 ％ 53 65 64 64 65 75 54.55%
１校当たりの利用時間が増えているため，活用校数が
伸びない。

道徳や外国語活動等を中心に、さらに本事
業の活用を進める。

教・義務教育課

62
全日制単位制高校の設
置

全日制単位制高校の設置の促進
【数値目標】 設置数
　H16 3校 ⇒ H21 4校

新しいタイプの高校づくりを促進させるため、
高等学校の教員を対象とした研修会を１回開
催した。

設置校数 校 3 3 3 3 3 4 0.00%
地域の意見は聴取したものの、諸般の事情から遅れて
いる。

４校目の単位制高校の設置については、平
成２１年度に策定する新たな整備構想に基
づいて推進する。

教・新しい学
校づくり推進
室

63 総合学科高校の設置
総合学科高校の設置の促進
【数値目標】 設置数
　H16 3校 ⇒ H21 5校

峡東地域への総合学科を含む総合制高校の
設置について関係者の合意が得られたことか
ら、Ｈ２２年４月開校に向け、作業部会を６回
実施。

設置校数 校 3 3 3 3 3 5 0.00% 一定の推進が図られている。
５校目の総合学科の設置については、平成
２１年度に策定する新たな整備構想に基づ
いて推進する。

教・新しい学
校づくり推進
室

64
少人数教育の推進
「かがやき３０プラン」

３０人学級編制か新アクティブクラスを選択
【数値目標】 実施対象学年
　H16 小学校１年生 ⇒ H21 小学校２年生

小１学年　３０人学級編制実施　４０校
　　　　　新アクティブ　　 ２６校
小２学年　３０人学級編制実施　３９校
　　　　　新アクティブ　　 ２３校
中１学年　３５人学級編制実施　１９校
　　　　　新アクティブ　　　３校

実施対象学年 学年
小学校
１年生

小学校
１，２年

生

小学校
１，２年

生

小学校
１，２年

生

小学校
１，２年
生中学

校
１年生

小学校
１，２年
生中学

校
１年生

100.00% 着実な拡充が図られている。 更に本事業の活用を進める。
教・義務教育
課
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H20実績
H16
当初

H17
実績

H18
実績

H19
実績

H20
実績

H21
目標

事　業　内　容番号 事　　業　　名 単位
数　　値事業の実施状況

目標単位
進捗率
 (%)　※

実施状況についての評価・分析
今後の取り組み及び目標達成見込み
　(目標設定のない施策(事業)は今後の取

り組みのみ。)
担　当　課

65 国語力の向上

指導事例集の作成、指定校による授業の研究
実践
【数値目標】 実践校
　H16 2校 ⇒ H21 全校

全県立学校で、事業計画書に基づき、事業を
実施。年度末にその中の６校から、実践事例
の報告。

実践校 校 2 2 3 31 35 38 91.67% -

平成16年度から18年度の国語力育成推進
事業で作成した指導事例集を活用したり、
各校ごとに特色を出し、19年度から21年度
を最終として、各校ともに学校教育全体で
行われている。事例発表も三ヶ年で20校以
上を予定し、お互いに研鑽する予定であ
る。

教・高校教育
課

　②豊かな心の育成

66
心に元気をはぐくむ道徳
教育の推進

推進校を指定し道徳教育の充実
【数値目標】 延べ実践校数
　H16 50校 ⇒ H18 150校

廃止：新規事業の開始 延べ実践校数 校 50 100 150 - - 150 100.00% -
平成１９年度より「小中連携ふるさとやまな
し道徳推進事業」

教・義務教育
課

67
児童・生徒の心に響く道
徳教育の推進

推進校を指定して、生命を尊重する心を育て
るための道徳教育の推進
【数値目標】 延べ実践校数
　H16 4校 ⇒ H21 8校

廃止：新規事業の実施推進 延べ実践校数 校 4 5 10 11 - 8 175.00% - 平成２０年度より「道徳教育実践研究事業」
教・義務教育
課

68
命の大切さを学ぶ体験
活動の推進

推進校を指定して、命を大切にする心をはぐく
むための体験活動を実施
【数値目標】 延べ実践校数
　H16 - ⇒ H21 8校

命の大切さを学ばせる体験活動に関し、教育
課程への位置付け、プログラム、指導方法、
評価、成果の分析について調査研究を行う実
践校を３校指定し推進した。

延べ実践校数 校 0 4 4 9 12 8 150.00% 着実な推進が図られた。

教・義務教育
課
教・高校教育
課

69 遠くの町の体験活動

よりよく生きるため、知恵や実践力を身に付け
させるための環境の異なる地域で体験活動
【数値目標】 延べ実践校数
  H16 2校⇒ H21 8校

廃止 延べ実践校数 校 2 4 5 8 - 8 100.00% 一定の成果は上がったが、目標値には至らなかった。
平成２１年度より「農山漁村生活体験事業」

教・義務教育課

70 豊かな体験活動

豊かな心を育てるための福祉・ボランティア活
動の実践
【数値目標】
  H16 12校 ⇒ H21 24校
  延べ実践校数

廃止 延べ実践校数 校 12 18 24 30 - 24 150.00% -

教・義務教育
課
教・高校教育
課

71 豊かな心の育成の推進

道徳教育推進校の指定、教育フォーラムの開
催等
【数値目標】 延べ指定校数
  H16 50校 ⇒ H18 150校

廃止：新規事業の実施推進 延べ指定校数 校 50 100 150 - - 150 100.00% 着実な推進が図られた。
平成１９年度より「ふるさとやまなし心の教
育推進事業」

教・義務教育課

72
学校不適応児童生徒に
対する支援

不登校となった児童生徒の自立支援のための
適応指導教室
【数値目標】 児童生徒の再登校率
  H16 33.3% ⇒ H21 42%

適応指導教室の運営（石和、韮崎、都留）
甲府市への委託（あすなろ学級）
南アルプス市への委託（教育支援センター）

児童生徒の
再登校率

％ 33.3 29.3 32.3 33.5 35.2 42 21.84%
不登校者数が増加に転じている状況の中で，平成１７
年度からの再登校率は上昇し，目標値に近づいてい
る。

不登校の要因が，多様化，複雑化している
状況ではあるが，不登校対策を継続して推
進し，目標値に近付ける。

教・義務教育
課
教・高校教育
課

73
スクールカウンセラーの
配置・派遣

いじめ・不登校を解決するための専門相談員
の配置・派遣
【数値目標】 配置校数
  H16 70校 ⇒ H21 100校

スクールカウンセラー配置校　１０１校
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小２，中９３，高
６）

配置校数 校 70 81 83 83 101 100 103.33% 小学校への拡大配置を視野に入れ，１５０校に変更。
計画的な増配置を行っていくことで、目標は
達成できると考えている。

教・義務教育
課
教・高校教育
課

　③幼児教育の充実

74
個に応じた多様な教育
の推進

チームによるきめ細かな幼児教育を実施する
ための私立幼稚園への助成
【数値目標】 実施幼稚園数
  H16 43園⇒ H21 50園

40園 実施幼稚園数 園 43 39 42 44 40 50 -42.86% 園の事情により実施しないところがあった。
今後も、補助メニューの周知徹底を図るな
ど、目標の達成に向けて努力していく。

私学文書課

75
幼稚園における子育て
支援活動

子育て支援活動を行うための私立幼稚園の
施設整備に対する助成
【数値目標】 実施幼稚園数
  H16 - ⇒ H19 5園

廃止 実施幼稚園数 園 1 5 5 8 - 5 175.00% 目標を上回る成果をあげられた。 - 私学文書課

76
子育て相談や施設の地
域への開放

施設や機能を地域に開放する子育て支援活
動への助成
【数値目標】 実施幼稚園数
　H16 48園 ⇒ H21 50園

51園（うち3園は厚労省事業を実施） 実施幼稚園数 園 48 50 50 50 51 50 150.00% 着実な推進が図られている。 今後も順調な事業実施が見込まれる。 私学文書課

　④特別支援教育の充実

77
障害児就学前教育相談
の充実（プレスクールシ
ステム）

就学相談、体験学習の実施
【数値目標】 開催回数
　H16 1,600回 ⇒ H21 2,300回

教育相談・体験学習合計2,830件. 開催回数 回 1,679 2,259 2,300 2,696 2,830 2,300 185.35% 着実な推進が図られている。 平成１８年度で目標を達成している。
教・高校教育
課

78 交流活動の推進
交流教育提携校の指定、交流活動の推進
【数値目標】 交流提携校数
　H16 38校 ⇒ H21 40校

交流提携校は，幼稚園２園，小学校１２校，中
学校１３校，高等学校１５校，特別支援学校３
校，計４５校

交流提携校数 校 38 39 45 45 45 40 350.00% 着実な推進が図られている。 平成１８年度で目標を達成している。

教・義務教育
課
教・高校教育
課

　⑤家庭・地域の教育力の充実

79 地域子ども教室

放課後や週末に児童・生徒が安全・安心して
活動するための子どもの居場所を整備し体験
活動を実施
【数値目標】 実施か所数
  H16 27か所 ⇒ H21 50か所

Ｈ１８で終了 実施か所数 か所 27 61 75 - - 50 208.70% -
教・社会教育
課

　⑥スポーツ・健康教育の充実

80 指導者講習会の開催

中央講習会への派遣と県内指導者への伝達
講習
【数値目標】 参加者数
　H16 180人 ⇒ H21 220人

小学校教員体育実技講習会（51名参加）
中・高等学校体育実技指導者講習会（37名参
加）
体つくり運動体育実技講習会（228名参加）
山梨県健康教育指導者研修会（114名参加）

参加者数 人 180 367 321 292 430 378 126.26% 着実な推進が図られている。 今後も順調な事業実施が見込まれる。
教・スポーツ
健康課

81
生涯・地域スポーツ推進
事業

市町村等が設立支援する総合型地域スポー
ツクラブへの育成支援
【数値目標】 市町村実施率
　H16 5% ⇒ H21 85%

企画運営委員会の開催（年２回）、連絡協議
会の開催（年２回）、市町村巡回訪問等（２２
市町村）、クラブマネジャー養成講習会（３日
間開催）、総合型地域スポーツクラブ交流大
会（未実施）、生涯スポーツ情報発信

市町村実施率 ％ 5 18 18 29 39 85 42.50%
平成２０年度中に、市町村・広域スポーツセンター等の
努力により、２市１町（３クラブ）が設立された。

平成２１年度中には、４市２町１村（甲府市・
南アルプス市・笛吹市・北杜市・鰍沢町・富
士河口湖町・小菅村）に７クラブが新設する
予定である。

教・スポーツ
健康課
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　⑦芸術文化活動の推進

82
高校生の芸術文化活動
への支援

芸術文化活動推進のための芸術文化祭の開
催や参加への支援

全国高総文祭（群馬）に３２３名が参加。
県芸文祭に１８，９６４名が参加。

県芸文祭参加人
数

人 16,721 16,858 16,417 18,41418,96019,000 98.24% 着実な推進が図られている。 今後も同規模で実施予定の見込み。
教・高校教育
課

第７節　仕事と子育てを両立させるための支援

　①働きやすい環境づくり

83
労働時間短縮の啓発
（労働時間等設定改善
の啓発）

労働時間短縮を啓発するための標語・写真コ
ンクール
【数値目標】 年間総実労働時間
  H15 1,853時間⇒ H21 1,800時間

19年度をもって廃止
年間総実労働時

間
（国目標廃止）

時間 1,874 1,881 1,860 1,857 - 1,800 22.97%
景気回復等により所定内労働時間が増加し、平成１７
年は総実労働時間が７時間増加したが、その後減少傾
向にある。

中小企業労働施策アドバイザーの企業訪
問により、広報・啓発を行う。

労政雇用課

84
農村女性活動推進プラ
ンの実践

家族経営協定の推進
女性リーダーの養成
【数値目標】 家族協定締結数
  H16 195件⇒ H21 230件

日頃の普及活動や様々な活動の中で、家族
経営協定を結ぶように、積極的な働きかけを
行った。

家族協定締結数 件 195 214 241 251 251 230 160.00% 着実な推進が図られている。

引き続き、日頃の普及活動や様々な活動
の中で、家族経営協定締結について積極
的な働きかけを行う。
やまなし農業ルネサンス大綱（H19.12.策
定）で引き続き同様の事業を実施。

農業技術課

　②企業に対する支援

第８節　子育てを安全・安心にできる環境づくり

　①子育てに優しい環境づくり

85 街路等を整備する事業

安全・安心なまちづくりのためのあんしん歩行
エリア内道路の整備
【数値目標】 事業か所の整備率
  H16 75% ⇒ H21 93%

街路整備事業　滝坂下今井線
交通安全対策事業　甲府市川三郷線
県道改良事業　　　甲府市川三郷線

事業か所の整備
率

％ 75 82 90 93 99 99 100.00% 着実な推進が図られている。 目標値は達成できた。 道路整備課

86
歩道のフラット化を進め
る事業

子供等交通弱者が安心して通行できるよう歩
道のフラット化などの整備
【数値目標】 歩道のフラット化延長
  H16 44km ⇒ H21 64km(→68kmに修正)

17箇所において実施（3.9km）
歩道のフラット化

延長
㎞ 42.5 48.0 53.2 59.7 64 68 82.75% 着実な推進が図られている。 目標値をクリアしており、上方修正する 道路管理課

87
店舗等におけるベビー
シート等の設置促進

乳幼児を連れて買い物等の外出をしやすくす
るため、ベビーシートや授乳スペース等を整備
する事業者への助成
【数値目標】設置か所数
  H16 － ⇒ H21 50か所

4か所（累計18か所） 設置か所数 か所 12 12 14 18 - 50 15.79%
平成１９年度は、経済団体を通じて補助制度の周知を
図った。

平成１７年度から３年間の事業実施により、
当初の目的を果たしたことにより平成１９年
度末をもって事業廃止。

児童家庭課

88 公園緑地の整備
子ども連れにやさしい都市公園の整備
【数値目標】 １人当たり都市公園面積
　H16 1.6㎡ ⇒ H21 1.8㎡

１人当たり都市公園面積１．７㎡
下河東２号公園、近津ふれあい公園、鍛冶新
居２号公園、成島１号公園等

１人当たり
都市公園面積

㎡ 1.6 1.69 1.70 1.70 1.74 1.8 70.00% 概ね着実な推進が図られている。
H21年度は、既存公園の供用開始予定が
あり、目標は達成できると考える。

都市計画課

89 河川空間の整備

子供たちが自然とのふれあう機会を増進する
ための河川空間の整備
【数値目標】設置か所数
  H16 - ⇒ H21 33か所

笛吹市渋川外6河川7箇所について河川公園
等の整備を実施

設置か所数 か所 0 8 16 22 29 33 87.88% 着実な推進が図られている。
予定どおり事業が進捗すれば、平成２１年
度の目標は十分達成出来る見込みであ
る。

治水課

90 鉄道駅のバリアフリー化

高齢者や障害者等をはじめ、誰もが安全で快
適に鉄道駅を利用できるようにするための駅
の設備整備への助成
（原則：１日の乗降客が5,000人以上で、段差
が5メートル以上ある駅）
【数値目標】 整備駅数
  H16  2駅 ⇒ H21 5駅

- 整備駅数 駅 2 2 2 2 2 5 0.00%

バリアフリー化対象駅５駅（韮崎、上野原、石和温泉、
甲府、大月）のうち、韮崎駅、上野原駅は実施済み。甲
府駅については、平成21年度にバリアフリー化の予定。
残る大月駅、石和温泉駅は、本制度を利用せずに駅周
辺整備事業にあわせてバリアフリー化の予定である。

甲府駅はH21年度に整備予定、大月駅は
駅周辺整備計画（H19～23年度）によりH23
年度までに整備予定、石和温泉駅は計画
を検討中。
大月駅、石和温泉駅については、他事業と
のかねあいもあり、H21年度までの全駅整
備の目標達成は困難と見込まれる。ただし
計画は進行しているので大月駅、石和温泉
駅でもいずれバリアフリー化は実施される
予定。

リニア交通課

91
乗合バスのバリアフリー
化

高齢者や障害者等をはじめ、誰もが安全で快
適に乗合バスを利用できるようにするためのノ
ンステップバス等導入への助成
【数値目標】 ノンステップバス等導入率
  H16 12% ⇒ H21 25%

当該補助金による車両導入はなかったが、バ
ス運行対策補助金により５両整備

ノンステップバス
等整備率

％ 12 15.6 16.4 24.4 26.2 25 109.23%
平成２０年度において、ノンステップバス等は５両増加し
た。

各種補助制度の取組みにより、目標の達
成を図った。

リニア交通課

92 公営住宅の整備

個人のプライバシー、家庭の団らん等に配慮
した適正な広さをもつ住宅の整備
【数値目標】 整備戸数
  H16 604戸⇒ H21 810戸

湯村団地　72戸 整備戸数 戸 604 645 738 814 886 886 100.00% 着実な推進が図られている。 今後も順調な事業実施が見込まれる。 建築住宅課

93 優先入居の推進
公営住宅における多子世帯等への優先入居
【数値目標】 戸数
  H16 13戸 ⇒ H21 新築住宅の２割

23戸 優先入居戸数 戸 13 32 8 0 23
新築
住宅
の２割

100.00% 着実な推進が図られている。 今後も新築の２割を目標に取り組む。 建築住宅課

　②安全・安心なまちづくりの推進

94
子ども緊急通報装置の
設置

子どもの通学路等における安全確保のため、
通報者の画像と音声で通話できる装置の設置
【数値目標】 設置か所数
  H16 1か所 ⇒ H21 3か所

笛吹市富士見小学校周辺（７基）に設置の
「子ども緊急通報装置」の継続運用

設置か所数 か所 1 1 1 1 1 3 0.00%
機器の設置を契機に地域住民の防犯意識が向上する
等、安全な地域環境の向上が図られた。

犯罪抑止効果及び地域の防犯意識向上を
図り、子どもへの犯罪抑止を推進する。

警・生活安全
企画課

95 「子ども１１０番の家」

「子ども１１０番の家」と学校、地域の連携の推
進
【数値目標】 設置か所数
　H16 8,110か所 ⇒ H21 12500か所

「子ども１１０番の家」のチラシ、マニュアルを
作成し、協力家庭・事業所等に配布
Ｈ１9年末　子ども１１０番の家　約１1，７4０件

設置か所数 か所 8,110 8,886 10,700 11,74012,23312,500 93.92%
子供を犯罪から守ろうとする地域社会環境の構築に役
立っている。

さらに設置を促進するとともに、訓練などを
通じて対応力の強化を図る。

警・生活安全
企画課

96
危機管理マニュアルの
作成

児童、生徒の安全を確保するための公立学校
における危機管理マニュアル作成の促進
【数値目標】　作成率
  H16 76% ⇒ H18 100%

防犯教室指導者講習会（１４０名参加）、
H20.8.21･22開催

作成率 ％ 76 90 96 97 100 100 100.00% 着実な推進が図られている。
全県下のすべての学校を対象に危機管理
マニュアルの作成がなされるよう指導する
と共に、さらに見直し等も指導していく。

教・スポーツ
健康課



8/8

H20実績
H16
当初

H17
実績

H18
実績

H19
実績

H20
実績

H21
目標

事　業　内　容番号 事　　業　　名 単位
数　　値事業の実施状況

目標単位
進捗率
 (%)　※

実施状況についての評価・分析
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担　当　課

97 私立学校の安全対策

園児、生徒の安全を確保するための私立学校
における設備等の安全対策への支援
【数値目標】 実施学校(幼稚園)数
  H16 31校(園) ⇒ H21 42校(園) ⇒ 変更 57校
(園)

55園
実施学校
(幼稚園)数

園 31 38 38 47 55 57 92.31% 着実な推進が図られている。

園児の安全確保は幼稚園の重要課題であ
り、施設整備を実施する幼稚園も増えてき
ており、目標数値は達成できるものと考え
る。

私学文書課

　③子育てを安全安心にできる環境づくり

98
セーフティードライブ・
チャレンジ作戦の実施

交通事故「０」をめざす参加型交通安全運動
（５人１チームにより２００日間の安全運転を目
指す）
【数値目標】 参加チーム数
  H16  5,516チーム ⇒ H21  6,000チーム

・実行委員会開催　4/14　 2/5
・出発式　6/13
・達成表彰式　2/19

参加チーム数
チー
ム

5,516 5,602 5,680 6,978 7,347 7,000 123.38% 着実な推進が図られている。

平成２０年度は、目標数値を達成したところ
であるが、不況による民間企業の参加減少
が懸念されるため、一層強力に募集活動を
展開することにより、目標は達成できる見
込みである。

県民生活・男
女参画課


